
 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

本市の総人口は、2025年２月で 11万5,998人である。年少（0～14歳）人口は

10,416人、生産年齢（15～64歳）人口は71,514人、高齢者（65歳～）人口は

34,068人、となっており、総人口に占める割合はそれぞれ、9.0％、61.7％、

29.4％であり高齢化が顕著である。近年の人口動向は減少傾向にあり、2040年度

には約11万人までに減少すると推計されている。 

本市の事業所数（2021年経済センサス‐活動調査※）は5,128ヵ所である。業種

構成では、上位より卸売業、小売業964ヵ所、宿泊業、飲食サービス業706ヵ所、

製造業677ヵ所と続いており、総事業所数に占める割合はそれぞれ、18.8％、

13.8％、13.2％となっており、このほか多様な産業が立地している。 

本市の中小企業者の実態は、人口減少や少子高齢化を背景とした人材不足への

対応、品質・コスト・納期・サービスなど多様化する顧客ニーズへの対応やＤＸ

やＧＸへの対応が課題になっており、これら中小企業者の経営基盤を強化するた

めの設備投資による生産性の向上や人材育成が喫緊の課題となっている。このよ

うな中、本市では専門のアドバイザーによる、市内中小企業者の事業についての

経営や技術に関する助言及び国や府の支援施策の情報提供を行う中小企業サポー

トセンターを設置・運営し、加えて市内中小企業者のネットワーク化により域内

受発注を促進するとともに、人材の確保や育成、生産性向上等共通の課題解決に

対する取組などを実施してきたが、さらに市内企業の経営力を強化するために

は、現下の経済情勢を踏まえ、生産性向上に効果のあるあらゆる中小企業者の設

備投資を後押ししていくことが求められる。 

※2021年経済センサス－活動調査（産業横断的集計）事業所に関する集計 

産業（大分類）、開設時期、経営組織（４区分）別民営事業所数及び男女別就業者数－全国、都道府県、市区町村より 

 

（２）目標 

中小企業者が先端設備等を導入することで、自らの製品やサービスの品質向

上、短納期化及び生産の高効率化などの効果が期待できることから、その導入を

促進し、中小企業者の経営力の強化、売上や利益の拡大又は雇用機会の創出を図

ることで、本市経済の活性化及び市民生活の向上に寄与することを目指す。 

これを実現させるための目標として、計画期間中に30件程度の先端設備等導入計

画の認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

先端設備等導入計画を認定した中小企業者の労働生産性が年率３％以上向上す



ることを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画では中小企業等経営

強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等全てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

本市産業は域内全体に分布していることから、本計画の対象区域は市内全域と

する。 

 

（２）対象業種・事業 

生産性の向上は全ての中小企業者にとって共通の課題であり、また本市では、

卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業、製造業等の多様な業種が市内の経

済・雇用を支えており、各業種において広く生産性を向上させることが必要であ

る。したがって、本計画において対象とする業種は全業種とする。また労働生産

性の年率３％以上向上に資する事業であれば、幅広い事業を対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

令和７年４月１日から令和９年３月31日までとする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

①本計画において労働生産性の向上は先端設備等の導入及び人的資源の質の向上

並びに組織力の強化により達成されるべきものであり、雇用の確保には十分配

慮すること。人員削減を目的とした計画は本認定の対象とならない。 

②認定を受けた事業者は先端設備等導入計画の進捗状況を把握し、自ら自己評価

を実施すること。また、導入促進基本計画の効果を測定するため門真市が実施

する先端設備等導入計画の進捗状況調査について協力を行うこと。 

③公序良俗に反する取り組みや、反社会的勢力との関係が認められる者について

は先端設備等導入計画の対象としない。 

④市税の滞納がある者は本認定の対象とならない。 

 

 


